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公示書

熊本港湾・空港整備事務所において、自動販売機の設置による営業を希望する者の公募

を次のとおり公示します。

令和６年２月１４日

九州地方整備局

熊本港湾・空港整備事務所長 宮本 由郎

１ 対象者

熊本港湾・空港整備事務所において自動販売機の設置による営業を希望する者

２ 対象施設

（１）名 称 熊本港湾・空港整備事務所

（２）所 在 地 熊本市南区川尻２－８－６１ １階（１箇所）

（３）使用面積 別紙１「施設概要」のとおり

３ 業務期間

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで

ただし、必要に応じ、下記４による国有財産の使用許可期間を更新し、業務を行う

ことが出来る。

なお、業務の開始時期については、上記によりがたい場合は別途協議のうえ、定め

るものとする。

４ 国有財産の使用許可

本業務を行う者は、業務に係る国有財産の使用許可を得なければならない。

使用許可は必要に応じて、原則として一度に限り更新することができる。

５ 営業を希望する者の資格要件等

（１）参加資格要件

① 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその

者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場

合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同

じ。）が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は

暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）では

ないこと。

② 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三

者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしてい

る者ではないこと。
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③ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは

関与している者ではないこと。

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用

するなどしている者ではないこと。

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

る者ではないこと。

⑥ 暴力団又は暴力団員及び②から⑤までに定める者の依頼を受けて公募に参

加しようとする者ではないこと。

（２）宣誓書の提出

営業申請書の提出の際は、前項の要件を満たすこと及び将来的に当該要件に

反することはない旨を誓約し、使用許可後に誓約が虚偽であることが判明し、

又は前項の要件に反することとなった場合、当該使用許可の取消をされても異

議を申し立てない旨を明記した宣誓書を提出しなければならない。

６ 提出書類

（１）熊本港湾・空港整備事務所自動販売機設置営業申請書

（２）添付書類

①会社等概要

②過去３年間の社会的信用失墜行為の有無

③店舗別営業開始日一覧表

④過去３年分の保健所からの指導事項及び改善措置状況

⑤経営規模等調査票

⑥誓約書

⑦役員名簿

⑧過去３年分の法人税（法人の場合）、所得税（個人の場合）、消費税及び地

方消費税に係る納税証明書（その３）

⑨法人の場合→商業登記簿謄本

個人の場合→身分証明書（市町村発行）

⑩直近３年分の決算書

法人の場合→賃借対照表、損益計算書、株主（社員）資本等変動計算書

個人の場合→決算等財務状態が確認できる書類

⑪提案書

７ 個別説明

営業申請書類等の配布および申請方法ならびに営業施設の概要および営業に

あたっての条件についての個別説明を下記のとおり行いますので、あらかじめ

来庁日時を下記の問い合わせ先へ連絡のうえ、必ず受けてください。

なお、個別説明を受けなかった者についての申請は受け付けません。

（１）期 間 令和６年２月１５日（木）から３月７日（木）

（２）時 間 １０：００～１６：００（１２：００～１３：００を除く）

（３）場 所 熊本市南区川尻２－８－６１
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熊本港湾・空港整備事務所品質管理課

８ 申請受付

（１）期 限 令和６年３月８日（金）まで

（２）時 間 １０：００～１６：００（１２：００～１３：００を除く）

（３）場 所 熊本港湾・空港整備事務所品質管理課（熊本市南区川尻２－８－６１）

に持参又は郵送（書留郵便のみとし、上記提出期限を必着とする）に

て提出すること。なお、受付期間内に到着しなかった場合は不受理

とするので、確実に届くよう留意すること。

９ 営業の条件

別紙２「営業条件」のとおり

１０ 営業業者の決定方法

（１）公募参加資格を満たす者から経営実績等を審査のうえ、対象者を選定します。

（２）対象となった者のうち、年間使用料の提案額が国有財産法に基づき当局が算定

した使用料額を上まわり、かつ、選定対象者中最高額を提案した者を営業者とし

ます。なお、同額の者が２以上ある場合は、当該者立ち会いの下、くじにより決

定します。

１１ その他

（１）申請書及び資料の作成並びに提出に係る費用は、提出者の負担とします。

（２）提出された申請書及び資料は、提出者に無断で審査以外の他の目的に使用しま

せん。

（３）提出された申請書及び資料は、返却しません。

（４）提出期限以降における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めません。

（５）提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案を無効にするとともに、記載を

行った提案者に対して契約等の解除を行うことがある。

（６）特定された者は、競争実施の結果、最適な者として特定しただけであり、４の

国有財産の使用許可手続きの完了までは、国から国有財産の使用を許可された

ものではない。

１２ 問い合わせ先

熊本市南区川尻２－８－６１

熊本港湾・空港整備事務所品質管理課

電話（０９６）３５７－０２２２



別紙１

熊本港湾・空港整備事務所（自動販売機）

約 30 名

１．００ ㎡程度

階数 台数 面積
   

１階 缶飲料（ペットボトル含む） 1台

※使用許可の箇所、面積は本表にある現状を基本とする。
※本表の面積はゴミ箱を含んだものである。

通路

設置箇所等（現況）

0.91㎡

場所
 

無

施　設　概　要（自動販売機）

入居官署職員総数

使用面積

電　力

給排水施設の有無

１００Ｖ
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別紙２

項　　　　目 　営　　　　　業　　　　　条　　　　件

営業開始予定日 　令和　６年　４月　１日

設置機器 　規格については、職員の通行の妨げにならないものであること。
設置台数 　飲料水１台を設置予定しているが、別途提案は受け付ける。

機器の管理等
　機器は営業業者において用意し、管理すること。
　商品の補填は営業業者においておこなうこと。
　機器が転倒しないための必要な安全措置を講ずること。

販売品目 　提案を基本とする。
販売価格 　提案を基本とする。

契約期間
　契約の期間は５年間とするが、原則として１度に限り、国有財産の使用許可
期間を更新し、業務を行うことができるものとする。

備品類 　運営上必要な備品類については、営業業者が用意すること。
消耗品類 　運営上必要な消耗品については、営業業者が用意すること。
衛生管理等 　衛生管理および安全管理は、営業業者において全責任を負うものとする。
庁舎への出入り等 　庁舎管理規程に従うものとする。
その他

　上記条件に記載のない項目については、別途協議する。

営業条件に係る補足説明事項

⑦　従業員の身分保証、健康管理及び服務規律は営業業者の責任においておこなうこと。

⑧　契約期限は５年とし、原則として一度に限り更新することができるものとするが
　期限経過後は速やかに施設等の現状回復をおこなうこと。

⑨　営業条件に定めのない事項に関しては、必要に応じて協議する。

①　自動販売機による営業は職員および来庁者の利便に資する目的をもっておこなうこと。
②　営業にあたっては食品衛生法等の法令および規則を遵守すること。
③　営業内容の第三者への譲渡又は請負を禁止する。
④　事業設備の第三者への貸与及び許可した業種以外の利用は禁止する。
⑤　設備及び物品の善良なる管理者の注意義務で管理すること。

⑥　営業時間を遵守し、品質、分量、規格及び価額については職員及び来庁者等の利用しやすいも
　のにすること。

国有財産使用料

　国有財産使用料は提案された額とする。
　ただし、国有財産法に基づき当局が算定する使用料以上の額とする
(参考、Ｒ５年度使用料１０，０１０円【税込】)。
　また、別途国有財産法に基づく使用許可手続きをとるものとする。
　なお、当該使用料は、毎年度の見直しにより変動する場合がある。

光熱水料

　施設経営に係る光熱水料については営業業者において負担する。
　また、使用量計測機器（子メーター）および設置費用についても営業業者に
おいて負担する。
　九州地方整備局からの請求による金額を支払うこと。（各年度末に一括払）

　施設の営業にあたり、保健所等への申請又は届け出が必要な場合は営業業者
がおこなうものとする。

　営業時間外において、当方から施設の使用を求められた場合は、業務に支障
のない範囲で認めること。

営　業　条　件　　（　自動販売機　）

施設の目的
　熊本港湾・空港整備事務所（以下「当所」という。）の職員および来庁者の
利便に資することを目的とし、職員の福利厚生の増進のため、良質で低廉な物
資の供給とサービスの提供のための施設である。

営業日
　「行政機関の休日に関する法律」第１条に規定する日を除く毎日とする。
　ただし、当方との協議によって双方が合意すれば、営業日の変更は可能とす
る。

空き缶等の回収
　機器の横にリサイクルボックス（ゴミ箱）を設置し、回収および処分につい
ては営業業者においておこなうこと。
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